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欠席構成員からの御意見・御提言 
 

 

構成員 御意見・御提言 

北海道農業協同
組合中央会 
代表理事会長 
樽井 功 

１．課題 
北海道は、我が国の食料供給基地といわれているものの、北海道

においても、農業者の高齢化・担い手減少が進行し、次世代への経
営継承が課題である。 
                                                                                     

２．取り組み 
そのような中、各連合会で構成する北農５連サポート協議会を設

置し、高齢化・人口減少社会における担い手対策や労働力対策、税
務・労務等農業経営相談に関してＪＡを支援している。特に、令和
７年度からは、土地利用型農業を基本とした第３者継承の取組みへ
のハード面を含めた支援を行うこととしている。また、雇用人材や
外国人材については、パートナー企業と連携し、生産現場の労働力
確保に取り組んでいる。   
                                          

３．要望 
北海道創生総合戦略の令和７年度推進方向において、農林水産業

や建設産業、ものづくり産業等における人材の育成・確保の項目
で、閑散期の異なる他産業・他地域との連携の取り組みの項目があ
り、この点について、オール北海道で情報共有しながら進めること
が望まれる。 

北海道漁業協同
組合連合会 
代表理事会長 
阿部 国雄 

この第 3期となる「北海道創生総合戦略」により、「まちづくり」
「ひとづくり」「しごとづくり」の各プロジェクトが官・民・学の連
携により推進されることは、人口減少が進む本道において極めて意
義深いものであり、「令和 7年度の推進方向」に即して、各分野で
「人口減少のスピードの緩和」、「人口減少社会への適応」が図られ
ることを強く期待しているところであります。 
水産業を顧みますと、人口減少に伴う担い手の不足は、既に大き

な問題として顕在化しており、漁業者は、協業化・合理化等の取組
とともに、「技能実習制度」等の諸制度が漁業実態に即したものとな
ることを関係機関に要望しながら、外国人材の受け入れを積極的に
推進し、人口減少社会への「適応」を図ってまいりました。 
本会としても、本戦略による暮らし・雇用の環境等の整備や漁業

経営の安定化などを通じて、水産業における人材の確保・定着がな
されるよう、ともに取り組んでまいります。 

机上配付資料 
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構成員 御意見・御提言 

北海道新聞社 
代表取締役社長 
堀井 友二 

北海道内では、女性が生涯に産む見込みの子どもの数を示す合計特
殊出生率が、２０２３年に１・０６と過去最低を記録しました。北海
道庁では、これを全国平均の１・２０に引き上げる目標を掲げていま
す。安心して子どもを産み、育てられる環境づくりが何より大事なこ
とは言うまでもありません。北海道新聞社が今年４月に実施した道民
意識調査では、３０代以下の層で、道庁に注力してほしい分野の１位
が「出産・子育て」でした。 
ただ、出生率向上や子育て支援などの少子化対策は、一朝一夕に効

果は上がらないとされます。各自治体が力を入れる子育て世代の移住
政策も、パイを奪い合うばかりでは全体の底上げにはつながりにくい
と思われます。将来の北海道を担う若い世代の声をくみ上げ、限られ
た時間の中で施策の優先順位や行動目標を明確にしながら、市町村と
連携して効果的な対策を展開してほしいと思います。 
また、人口の減少と流出を防ぎ、地域の持続可能性を保つために

は、公共交通の維持が不可欠かと思われます。人手不足は年々深刻化
しており、鉄道からバスへの転換後、バス路線を維持することが難し
くなっています。北海道新幹線の札幌延伸が２０３８年度以降にずれ
込む見通しとなったこともあり、地域の足であるとともに、これから
訪日客の利用が見込める在来線の価値を見つめ直すことも大切かと考
えます。赤字路線問題と向き合い、国にも一層の関与を要請し、鉄路
存続の道を探る姿勢を示すことも、引き続き道庁の役割として求めら
れることかと思います。 

北海道医師会 
会長 
松家 治道 

少子高齢化を背景とした生産年齢人口の減少による人材不足や賃
金水準・物価等の高騰などにより、他の産業同様、医療業界も地域を
問わず経営が悪化している。 
特に病院においては経営母体を問わず急激に悪化し、個々の病院の

経営努力では改善を図ることは難しい状況であり、診療所も同様の傾
向となっている。病院の収益は外来収益と入院収益で 95％以上を占
め、入院収益は全体の約 70％を占めているが、医療機関は診療報酬と
いう公定価格で運営していることから、人件費や物価・賃金の上昇分
を価格に転嫁できず、適宜適切に対応することができない。 
また、病院の損益分岐点比率は一般企業よりも高く、95％前後とな

っており、北海道では 2025 年に入ってから既に２病院が破産手続き
の開始決定を受けている。このような中、昨今の人件費増や物価高に
よる食材料費・光熱水費等の高騰は医療機関の経営をさらに逼迫する
ことになり、倒産増加をさらに助長してしまう可能性が考えられる。 
国や道では、中長期的な施策である地域医療構想や医師偏在対策に

積極的に取り組むとともに、短期的な施策として「医療機関・社会福
祉施設等物価高対策支援事業」や「医療施設等経営強化緊急支援事業」
などを実施していただいているが、全ての医療機関が対象となってい
るわけではなく、当該事業は今後も継続的に行われるという確約がさ
れておらず、物価上昇率も今後、急激に落ち着くことは想定しにくい。 
道民が健やかに住み慣れた地域で安心して暮らし、子どもを産み

育てられる環境を維持し続けていくためには、地域において医療・
介護の提供体制が構築されていることが大前提であることから、推
進方向には地域医療提供体制を確保するための取り組みとして、既
存事業だけではなく、赤字経営など医療機関が抱える喫緊の課題へ
の対応など、新たな取り組みについても記載していただくとともに
地域医療提供体制を確保するためにも医療機関等への必要な支援や
様々な施策に取り組んでいただきたい。 


